
財政状況等一覧表（平成２１年度決算）

（単位：百万円）

団体名 宇都宮市 標準税収入額等

A

普通交付税額

B

臨時財政対策

債発行可能額C

標準財政規模

A+B+C

92,992 2,357 5,472 100,820

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一 般 会 計 185,737 181,307 4,430 2,199 7,469 119,038

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 特 別 会 計 136 105 31 31 7 -

都 市 開 発 資 金 事 業 特 別 会 計 247 247 0 0 247 1,048

鶴 田 第 １ 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 375 366 9 0 251 879

鶴 田 第 ２ 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 2,359 2,263 96 0 681 2,077

城 東 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 442 442 0 0 381 1,326

宇大東南部第１土地区画整理事業特別会計 2,214 2,171 43 0 661 2,215

宇大東南部第２土地区画整理事業特別会計 288 272 16 0 99 115

宇 都 宮 駅 東 口 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 34 34 0 0 32 246

岡 本 駅 西 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 1,564 1,529 35 0 370 880

中 里 原 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 255 255 0 0 101 -

育 英 事 業 特 別 会 計 245 244 1 1 42 -

一般会計等 190,765 186,105 4,660 2,230 127,824

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 44,297 44,262 35 0 3,250 - -

介 護 保 険 特 別 会 計 20,402 20,192 210 210 3,141 - -

老 人 保 健 特 別 会 計 37 26 11 11 0 - -

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 3,624 3,602 22 22 588 - -

競 輪 特 別 会 計 17,575 17,486 89 89 461 - -

駐 車 場 特 別 会 計 270 270 0 0 98 - -

水 道 事 業 会 計 10,436 8,904 1,532 5,342 934 50,111 1,303 法適用企業

下 水 道 事 業 会 計 11,941 11,177 764 2,392 5,842 90,724 49,173 法適用企業

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 609 601 8 862 77 1,009 270 法適用企業

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 651 650 1 1 527 6,356 5,555

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 687 687 0 1,976 687 3,306 -

公営企業会計等 計

（注） １．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

栃 木 県 市 町 村 総 合 事 務 組 合 （ 一 般 会 計 ） 13,729 13,667 62 62 1,355 - -

栃 木 県 市 町 村 総 合 事 務 組 合 （ 特 別 会 計 ） 33 31 2 2 11 - -

栃木県後期高齢者医療広域連合（一般会計） 2,578 2,567 11 11 991 - -

栃 木 県 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合
（ 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 ）

160,284 156,063 4,221 4,221 1,025 - -

宇 都 宮 市 街 地 開 発 組 合 1,350 1,350 0 1,118 - - -

一部事務組合等 計

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

宇 都 宮 市 土 地 開 発 公 社 26 72 10 38 638 3,669 - -

財 団 法 人 う つ の み や 文 化 創 造 財 団 46 421 110 10 - - - -

財 団 法 人 宇 都 宮 市 体 育 文 化 振 興 公 社 36 120 10 168 - - - -

財 団 法 人 宇 都 宮 医 療 保 健 事 業 団 45 844 5 71 - - - -

財 団 法 人 グ リ ー ン ト ラ ス ト う つ の み や 2 245 200 6 - - - -

財 団 法 人 宇 都 宮 市 農 業 公 社 0 81 30 38 - - - -

財 団 法 人 栃 木 県 観 光 物 産 協 会 △ 327 780 100 - - - - -

財 団 法 人 大 谷 地 域 整 備 公 社 △ 4 2,065 515 31 - - - -

財 団 法 人 宇 都 宮 市 老 人 ク ラ ブ 連 合 会 △ 1 36 5 26 - - - -

地方公社・第三セクター等 計

（注） 損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成20年度

決算 A
平成21年度

決算 B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 11,971 11,488 △ 483

減 債 基 金 13,019 8,512 △ 4,507

その他充当可能基金 21,467 20,667 △ 800

充 当 可 能 基 金 計 46,457 40,667 △ 5,790

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成20年度

決算 A
平成21年度

決算 B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成20年度
決算 A

平成21年度
決算 B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率
（黒字）

1.76
（黒字）

2.21
0.45 △ 11.25 △ 20.00 ― ― ―

連 結 実 質 赤 字 比 率
（黒字）
10.72

（黒字）
13.02

2.30 △ 16.25 △ 40.00 ― ― ―

実 質 公 債 費 比 率 9.4 9.2 △ 0.2 25.0 35.0 ― ― ―

将 来 負 担 比 率 23.0 27.3 4.3 350.0 ― ― ―

財 政 力 指 数 1.10 1.07 △ 0.0 ― ― ―

経 常 収 支 比 率 88.9 92.1 3.2

（注） １．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成21年度決算における基準である。

資金不足比率
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